
　
【表紙】

【提出書類】 四半期報告書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の７第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成20年８月13日

【四半期会計期間】 第43期第１四半期

(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

【会社名】 セコム上信越株式会社

【英訳名】 SECOM JOSHINETSU CO., LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長　　佐　藤　興　一

【本店の所在の場所】 新潟県新潟市中央区新光町１番地10

【電話番号】 025(281)5000(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　兼　常務執行役員　　小　松　正　則
管理本部長

【最寄りの連絡場所】 新潟県新潟市中央区新光町１番地10

【電話番号】 025(281)5000(代表)

【事務連絡者氏名】 取締役　兼　常務執行役員　　小　松　正　則
管理本部長

【縦覧に供する場所】 セコム上信越株式会社　前橋統轄支社

  (群馬県前橋市総社町１丁目７番地１)

セコム上信越株式会社　長野統轄支社

  (長野県長野市岡田町215番地１)

株式会社東京証券取引所

  (東京都中央区日本橋兜町２番１号)

(注)　上記の前橋統轄支社・長野統轄支社は、金融商品取引法に規定する縦覧場所ではありませんが、投資者の便宜を考

慮して、縦覧に供する場所としております。

　

EDINET提出書類

セコム上信越株式会社(E05263)

四半期報告書

 1/23



第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第43期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第42期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日
至　平成20年３月31日

売上高 (百万円) 5,369 22,434

経常利益 (百万円) 1,076 3,720

四半期(当期)純利益 (百万円) 603 2,113

純資産額 (百万円) 27,981 28,005

総資産額 (百万円) 33,494 34,645

１株当たり純資産額 (円) 2,103.05 2,104.53

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 46.00 161.20

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 82.3 79.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 256 4,454

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △532 △2,934

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △671 △634

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 7,371 8,319

従業員数 (名) 1,796 1,771

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

  平成20年６月30日現在

従業員数(名) 1,796（507）

(注) １　従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向

者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(　)内は外書きで、臨時従業員の当第１四半期連結会計期間の平均雇用人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

  平成20年６月30日現在

従業員数(名) 1,033（283）

(注) １　従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。

２　従業員数欄の(　)内は外書きで、臨時従業員の当第１四半期会計期間の平均雇用人員であります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 受注実績

当社グループは生産活動を行っておりませんが、当第１四半期連結会計期間末現在実施中の主な部門

別保有契約件数は次のとおりであります。

部門区分

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

保有契約件数(件)

セキュリティ事業

　セントラライズドシステム部門 58,193

　常駐システム部門 288

　現金護送システム部門 1,224

合計 59,705

　

(2) 販売実績

当第１四半期連結会計期間の部門別販売実績は次のとおりであります。

部門区分及び業務区分

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

金額(百万円) 構成比(％)

〔セキュリティ事業〕 〔5,256〕 〔97.9〕

　セントラライズドシステム部門 3,659 68.2

　常駐システム部門 1,063 19.8

　現金護送システム部門 232 4.3

　安全商品売上部門 301 5.6

〔その他の事業〕 〔112〕 〔2.1〕

　情報事業部門 16 0.3

　メディカル事業部門 51 1.0

　一般電気工事・建築事業部門 44 0.8

合計 5,369 100.0

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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３ 【財政状態及び経営成績の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期のわが国の経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発する原油価格、原材料価格等の
高騰や株価の下落により、個人消費の低迷と企業収益の悪化といった景気の先行きに不安を残す状況の中
で推移しました。
このような状況の中、当社グループはグループの中核であるセキュリティ事業に経営資源を集中させ業
容拡大に努めるとともに、業務コストの適正化などの経営効率化を推進することにより、より強固な企業体
質の実現に努めてまいりました。セキュリティ事業のセントラライズド部門においては堅調に契約件数が
増加し、常駐部門においてもほぼ計画通りの売上高となりました。一方、安全商品売上は、前年並みの売上高
には至りませんでした。
これらの結果、当第１四半期の売上高は前年同期比 8百万円(0.2％)減少し、5,369百万円となりました。
一方、前期より継続して行っているコストの適正化により、営業利益は前年同期比 69百万円(8.0％)増益の
 941百万円となりました。また、経常利益は、前年同期に比べデリバティブ評価益が減少したこと等により
営業外収益が減少したものの、前年同期比 35百万円(3.4％)増益の 1,076百万円、四半期純利益は、特別損
失 38百万円を計上したものの、前年同期比５百万円(1.0％)増益の 603百万円となりました。

　

(2) 財政状態の分析

当第１四半期の総資産は、前連結会計年度末に比べて 1,150百万円(3.3％)減少し、33,494百万円となり
ました。これは主に、法人税や配当金の支払等によって現金及び預金が減少したことにより、流動資産が
 1,068百万円減少したことによるものです。
当第１四半期の負債は、前連結会計年度末に比べて 1,126百万円(17.0％)減少し、5,512百万円となりま
した。これは主に、賞与の支払いと納税により、賞与引当金と未払法人税等がそれぞれ減少したことにより、
流動負債が 1,137百万円減少したことによるものです。
当第１四半期の純資産は、前連結会計年度末に比べて 24百万円(0.1％)減少し、27,981百万円となりまし
た。これは、利益剰余金が 52百万円減少し、その他有価証券評価差額金が 33百万円増加したこと等による
ものです。以上の結果、自己資本比率は82.3％となりました。

　

(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期の現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べて 947百万円
減少し、7,371百万円となりました。
　
(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動の結果得られた資金は、256百万円となりました。主な収入要因は、税金等調整前四半期純利益
 1,037百万円、減価償却費 344百万円、受取手形及び売掛金の減少額 177百万円であり、主な支出要因は、
法人税等の支払額 916百万円、賞与引当金の減少額 374百万円等です。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動の結果支出した資金は、532百万円となりました。これは、有形固定資産の取得による支出 455
百万円や、長期前払費用の支出 119百万円等によるものです。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動の結果支出した資金は、671百万円となりました。これは主に、配当金の支払額 655百万円によ
るものです。

　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生
じた課題はありませんが、平成20年６月24日に開催された当社の定時株主総会後の取締役会において、代表
取締役社長に就任した佐藤興一を中心に、今後も当社グループの課題に積極的に取り組んでまいります。
　
　

(5) 研究開発活動

当第１四半期において、特筆すべき事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除却等に

ついて、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 34,000,000

計 34,000,000

　

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年８月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 13,109,50113,109,501
　東京証券取引所
　（市場第二部）

―

計 13,109,50113,109,501 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年６月30日 ― 13,109 ― 3,530 ― 3,401

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載することがで

きませんので、直前の基準日である平成20年３月31日で記載しております。

① 【発行済株式】

　　平成20年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) ― ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式   13,108,700131,087 ―

単元未満株式 普通株式　 　　　 801 ― ―

発行済株式総数 13,109,501― ―

総株主の議決権 ― 131,087 ―

(注)「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が 500株(議決権５個)含まれており

ます。

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

　

月別
平成20年
４月 ５月 ６月

最高(円) 2,6802,6002,550

最低(円) 2,3502,3702,230

(注)　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。

　

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年４月１

日から平成20年６月30日まで)の四半期連結財務諸表について、あずさ監査法人により四半期レビューを受

けております。
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１【四半期連結財務諸表】
　(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,718 10,466

現金護送業務用現金及び預金 ※１
 889

※１
 965

受取手形及び売掛金 211 377

未収契約料 917 958

有価証券 1,849 1,778

たな卸資産 ※２
 79

※２
 73

繰延税金資産 140 372

短期貸付金 1,000 1,000

その他 522 407

貸倒引当金 △16 △18

流動資産合計 15,312 16,381

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 4,850 4,830

減価償却累計額 △2,628 △2,610

建物及び構築物（純額） 2,222 2,220

機械装置及び運搬具 206 204

減価償却累計額 △177 △175

機械装置及び運搬具（純額） 29 28

警報機器及び設備 13,809 13,722

減価償却累計額 △10,547 △10,528

警報機器及び設備（純額） 3,261 3,194

工具、器具及び備品 311 293

減価償却累計額 △198 △198

工具、器具及び備品（純額） 113 95

土地 3,875 3,875

建設仮勘定 65 83

有形固定資産合計 9,567 9,496

無形固定資産

ソフトウエア 10 7

その他 8 8

無形固定資産合計 19 16

投資その他の資産

投資有価証券 5,239 5,210

長期貸付金 372 368

長期前払費用 639 623

繰延税金資産 1,418 1,472

保険積立金 318 317

その他 1,006 1,157

貸倒引当金 △400 △398

投資その他の資産合計 8,595 8,750

固定資産合計 18,181 18,263

資産合計 33,494 34,645
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 87 215

1年内返済予定の長期借入金 28 28

未払金 545 562

設備関係未払金 141 174

未払法人税等 180 945

未払消費税等 174 144

未払費用 87 158

預り金 1,234 1,067

前受契約料 1,367 1,313

賞与引当金 169 543

その他 1 2

流動負債合計 4,019 5,156

固定負債

長期借入金 136 143

長期未払金 2 2

長期預り保証金 1,068 1,067

退職給付引当金 258 243

役員退職慰労引当金 26 25

その他 0 0

固定負債合計 1,493 1,483

負債合計 5,512 6,639

純資産の部

株主資本

資本金 3,530 3,530

資本剰余金 3,401 3,401

利益剰余金 20,612 20,664

株主資本合計 27,543 27,595

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 26 △6

評価・換算差額等合計 26 △6

少数株主持分 411 415

純資産合計 27,981 28,005

負債純資産合計 33,494 34,645
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 (2)【四半期連結損益計算書】
　【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

売上高 5,369

売上原価 3,236

売上総利益 2,132

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 29

役員報酬 44

従業員給料及び手当 486

従業員賞与 71

賞与引当金繰入額 41

退職給付費用 21

役員退職慰労引当金繰入額 1

法定福利費 78

賃借料 73

減価償却費 15

貸倒引当金繰入額 0

業務提携契約料 82

業務委託費 59

その他 184

販売費及び一般管理費合計 1,190

営業利益 941

営業外収益

受取利息 39

受取配当金 12

受取賃貸料 8

デリバティブ評価益 90

その他 12

営業外収益合計 163

営業外費用

支払利息 3

固定資産除売却損 9

長期前払費用一時償却額 8

デリバティブ評価損 0

その他 7

営業外費用合計 28

経常利益 1,076

特別利益

特別利益合計 －

特別損失

過年度損益修正損 37

その他 1

特別損失合計 38

税金等調整前四半期純利益 1,037

法人税、住民税及び事業税 165

法人税等調整額 264

法人税等合計 429

少数株主利益 4

四半期純利益 603
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　(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 1,037

減価償却費 344

長期前払費用償却額 58

貸倒引当金の増減額（△は減少） △0

受取利息及び受取配当金 △52

支払利息 3

有形固定資産売却損益（△は益） △1

受取手形及び売掛金の増減額（△は増加） 177

たな卸資産の増減額（△は増加） △6

仕入債務の増減額（△は減少） △128

退職給付引当金及び前払年金費用の増減額 △24

賞与引当金の増減額（△は減少） △374

有形固定資産除却損 9

前受契約料の増減額（△は減少） 54

未払消費税等の増減額（△は減少） 30

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1

預り金の増減額（△は減少） 167

未払金の増減額（△は減少） △16

デリバティブ評価損益（△は益） △90

長期前払費用一時償却額 8

現金護送業務用現金及び預金の増減額（△は減
少）

75

その他 △157

小計 1,115

利息及び配当金の受取額 60

利息の支払額 △3

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △916

営業活動によるキャッシュ・フロー 256

投資活動によるキャッシュ・フロー

有価証券の売却及び償還による収入 47

有形固定資産の取得による支出 △455

有形固定資産の売却による収入 15

投資有価証券の取得による支出 △1

貸付けによる支出 △4

無形固定資産の取得による支出 △3

定期預金の増減額（△は増加） △11

長期前払費用の取得による支出 △119

その他 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △532

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入金の返済による支出 △7

配当金の支払額 △655

少数株主への配当金の支払額 △9

財務活動によるキャッシュ・フロー △671

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △947

現金及び現金同等物の期首残高 8,319

現金及び現金同等物の四半期末残高 7,371
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

　会計方針の変更

　(1) 棚卸資産の評価に関する会計基準の適用

　　　　通常の販売目的で保有するたな卸資産につい

　ては、従来、原価法によっておりましたが、当

　第１四半期連結会計期間より「棚卸資産の評価

　に関する会計基準」(企業会計基準委員会　平

　成18年７月５日　企業会計基準第９号)が適用

　されたことに伴い、原価法(貸借対照表価額に　

　ついては収益性の低下に基づく簿価切下げの方

　法)により算定しております。

　　　　この変更により、従来の方法によった場合と

　比較して、損益に与える影響はありません。

 

　(2) 有形固定資産の償却方法の変更

　　　  従来、有形固定資産(平成10年４月１日以降に

      取得した建物(建物附属設備を除く)を除く)の減

      価償却の方法を定率法により行っておりました

      が、警報機器及び設備を除き当第１四半期連結

      会計期間より定額法に変更しました。　　　　

        この変更は、平成20年１月以降、設備投資を

      リースから主として自社保有に転換する当社グ

      ループ方針を決定したことを契機として減価償 

      却の方法を見直した結果、当社グループの資産

      は、警報機器及び設備を除き、収益に対応する

      費用が耐用年数にわたり安定的に発生すること

      から、定額法がより合理的であると判断し、グ

      ループ内会計方針の統一を図ったことによるも

      のです。

        この変更により、従来の方法によった場合と

      比較して、営業利益、経常利益及び税金等調整

      前四半期純利益がそれぞれ 15百万円増加してお

      ります。
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【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。

　

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

※１　当社及び子会社１社は銀行等の金融機関が設置し

ている現金自動受払機の現金補填業務を行っておりま

す。現金護送業務用現金及び預金残高は、当該業務に関

連した現金及び預金残高であり、当社グループによる使

用が制限されております。

※２　たな卸資産の内訳

商品 43百万円

原材料 3百万円

貯蔵品 21百万円

未成工事支出金 10百万円

 

　３　偶発債務

　　 従業員の借入金及びリース料等未払額について

　 債務保証を行っております。

従業員 14百万円

リース等による商品購入者 0

合計 15

 
 

※１　当社及び子会社１社は銀行等の金融機関が設置し

ている現金自動受払機の現金補填業務を行っておりま

す。現金護送業務用現金及び預金残高は、当該業務に関

連した現金及び預金残高であり、当社グループによる使

用が制限されております。

※２　　　　　　　　――――――

 

　３　偶発債務

　　 従業員の借入金及びリース料等未払額について

   債務保証を行っております。

従業員 15百万円

リース等による商品購入者 0

合計 16

 

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

 

現金及び預金 9,718百万円

有価証券 1,849〃

　　　　計 11,567百万円

定期預金(３ヶ月超) △2,518〃

債券(償還期間３ヶ月超) △1,678〃

現金及び現金同等物 7,371百万円
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計(累計)期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 13,109,501

　

２　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年６月24日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 655 50平成20年３月31日 平成20年６月25日

　
　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当の効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

所有者移転外ファイナンス・リース取引について通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っ

ておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変

動が認められないため、記載しておりません。

　

　

(有価証券関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）
　

時価のある満期保有の債券及びその他の有価証券が、企業集団の事業の運営において重要なものと

なっており、かつ、当該有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度の末日に

比べて著しい変動が見られます。
　

１　満期保有目的の債券で時価のあるもの

区分
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
時価(百万円) 差額(百万円)

国債・地方債等 2,902 2,900 △2

その他 1,874 1,523 △351

計 4,777 4,423 △353

　

２　その他有価証券で時価のあるもの

区分 取得原価(百万円)
四半期連結貸借対照表

計上額(百万円)
差額(百万円)

株式 759 804 45

債券 1,200 945 △254

計 1,959 1,750 △209

（注）債券は、複合金融商品であります。その評価差額は、四半期連結損益計算書の営業外収益に 90百万円計上してお

ります。

　

　

(デリバティブ取引関係)

デリバティブ取引の四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度の末日と比較して著しい

変動はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

全セグメントの売上高の合計、営業利益の合計額に占めるセキュリティ事業の割合が、いずれも90％を
超えるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。

　

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

本国以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

海外売上高がないため、該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末
(平成20年３月31日)

　　　　　　2,103.05円　　　 　　　　　　2,104.53円

　

２　１株当たり四半期純利益

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

１株当たり四半期純利益 46.00円

(注)　１　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日 
 至　平成20年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(百万円) 603

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 603

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 13,109

　

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成20年８月13日

セコム上信越株式会社

取締役会　御中

　

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　和　　田　　正　　夫　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　西　　村　　克　　広　　印

　

指定社員
業務執行社員

公認会計士　　開　　内　　啓　　行　　印

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているセコ

ム上信越株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間

(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照

表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に

対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、セコム上信越株式会社及び連結子会社の平成

20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　
 
(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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